
１　　社会福祉一般について
　　高齢者、障害者等、すべての人が住み慣れた地域で心豊かに生き生きとした生活ができる地域社会
　を築くため、広く地域住民の参加を求めて地域の福祉推進のため諸事業を展開する。
　（１）地域福祉（支援）計画
　　【根拠法令：社会福祉法】
　　　ア　市町村地域福祉計画
　　　　市町村が、住民の参画を得ながら、高齢者や障害者分野等の個別計画を含めた福祉サービスの
　　　基盤整備やサービスの適切な利用の促進方策等、今後の福祉のあり方について定める計画であり
　　　計画策定のための情報提供や助言を行う。
　　　　また、地域福祉計画と互いに補強・補完しあう関係の社会福祉協議会が取り組む地域福祉活動
　　　計画作りとの調整を図る。
　　　イ　県地域福祉支援計画
　　　　県は、市町村地域福祉計画の達成のために、広域的な見地から市町村の地域福祉の支援に関す
　　　る事項を一体的に定める支援計画を策定する。
　　　　県民の意見、提言を支援計画に反映させるため、平成１６年１月には第２次の意見募集として、
　　　中間取りまとめに係る県民からの意見募集を行っている。
　（２）民生委員・（主任）児童委員
　　【根拠法令：民生委員法】
　　　　中部民生児童委員協議会と連携し、委員のための研修会を実施するとともに県及び町村民生児
　　　童委員協議会との連絡調整等を行う。
　　　ア　研修会
　　　（ア）全員研修会
　管内の民生委員・児童委員の資質向上を図るため、全員を対象として年２回開催する。
　　　（イ）会長社会福祉施設等視察研修
        　管内の各民児協会長が社会福祉施設等を視察し、社会福祉への理解を深める。
　　　イ　指定事業の推進
      　　毎年度、各民児協が県民児協または全国民児協から指定を受け、地域福祉に関する調査研究
　　　　を行っている。平成１５・１６年度は、関金町民児協が全国民児協から指定を受け事業を実施
　　　　中であり、この調整連絡を行う。
　　　ウ　町村民児協の活動状況の把握
      　　管内の各町村民児協の活動状況及び活動にあたっての問題の把握に努める。
　　　エ　情報交換会
　　　　　相互理解と連携、協働と互助を図ることを目的として、管内の各民児協会長と主任児童委員
　　　　との情報交換会を開催する。
　（３）社会福祉法人（設立認可等）
　　【根拠法令：社会福祉法】
    　　社会福祉法に規定された第１種社会福祉事業及び第２種社会福祉事業の実施につき、新たに社
　　　会福祉法人の設立を要する場合、この事前相談や事前協議書の作成にあたり、本庁所管課と連絡
　　　を取りながら、法人設立及び事業変更に伴う定款変更等の相談・指導を行う。また、社会福祉法
　　　人のうち社会福祉協議会については、毎年度事業実施や決算状況の報告（現況報告書）を受け、
　　　経営状況の把握に努める。
　（４）日本赤十字社活動
　　【根拠法令：日本赤十字社法】
      　日本赤十字社鳥取県支部中部地区の事務局として、管内分区の社資募集の督励及び罹災者に対
　　　する見舞品の贈呈を行う。
　　　ア　社資募集
      　日赤社資募集は、毎年度、町村分区の協力により完納され、目標額を上回る成績を上げており、
　　　平成１６年度も目標達成を目指す。
　　　イ　小災害罹災者に対する見舞品の贈呈
      　災害救助法の適用基準に達しない場合は、日赤独自の施策として「小災害罹災者に対する見舞
　　　品の贈呈内規」に基づき、小災害罹災者に対して世帯構成に応じ毛布及びタオルセット、日用品
　　　セット、鍋並びに中部地区独自の見舞品として電気ポットを贈呈して激励する。
　（５）社会福祉施設等の指導監査
　　　平成１５年７月の組織改正により、指導監査を主管業務として行う福祉企画課企画係が置かれ、
　　指導監査体制の強化が図られた。関係各係（共管業務）と連携して、指導監査内容の充実、強化に
　　取り組んで行く。
　　　ア　市町村社会福祉協議会（法人監査）
　　　【根拠法：社会福祉法】
　　　　　本庁所管課から示される当年度の指導監査重点事項とともに、前年度指導監査指摘事項の改
　　　　善へ向けた取り組み状況の確認を行う。
　　　　（監査実施割合）管内の各市町村社協：１年に１回実施
　　　イ　児童福祉行政指導監査
　　　【根拠法令：児童福祉法】
　　　　　本庁所管課から示される当年度の指導監査重点事項とともに、前年度指導監査指摘事項の改
　　　　善へ向けた取り組み状況の確認を行う。
　　　（監査実施割合）管内郡部の各保育所（園）：３年に１回実施
　　　　　　　　　　　　〃　　　児童館：２年に１回実施
　　　　　　　　　　　児童福祉実施機関（町村）：１年に１回実施
　　　ウ　障害者施設指導監査
　　　【根拠法令：社会福祉法、知的・身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律】
      　　平成１５年７月から、各福祉保健局が主体となり指導監査を実施するよう、本庁所管課から
　　　　権限委譲が行われた。本庁所管課から示される当年度の指導監査重点事項とともに、前年度指
　　　　導監査指摘事項の改善へ向けた取り組み状況の確認を行う。
　　　（監査実施割合）管内の各知的・身体障害者施設：２年に１回
      　              管内の精神障害者社会復帰施設：２年に１回
２　福祉のまちづくりについて
　【根拠法令：鳥取県福祉のまちづくり条例】
　　　本県では、高齢者、障害者、妊産婦等を取り巻く様々な障壁を除去することによって、だれもが
　　自らの意思で行動でき、社会参加できるまちづくりを進めるために、「鳥取県福祉のまちづくり条
　　例」を平成８年１０月に制定し、その推進を図ってきたが、関係者の意見を反映して平成１２年７
　　月には条例の一部の改正し、平成１３年６月には施行規則の一部を改正した。
　（１）福祉のまちづくり支援制度
　　　民間の公共的施設のバリアフリー化を促進するため、その整備に必要となる経費の一部を補助す
　　る福祉のまちづくり支援制度についての相談を行っている。平成１５年７月からは支援制度が改正
　　され、トイレ整備についてオストメイト（人工肛門、人工膀胱の保持者）対応設備を整備する場合
　　について、補助金限度額を引き上げた。
 　【整備費用に対する支援制度の利用条件】  
　　・補助制度（平成１５年度末現在）
	補助対象
	区　分
	補助制度利用のための条件
	補助率
	  補助限度額

	出入口
	既存施設
	敷地入口や駐車場から出入口までを整備基準に基づいて整備
	１／２
	  　１５０万円

	
	新築施設
	建物全体を整備基準に基づいて整備
	
	　  １００万円

	トイレ
	既存施設
	敷地入口や駐車場からトイレまでを整備基準に基づいて整備
	
	  　１５０万円

	
	
	オストメイト対応設備を整備する場合（※）
	
	    ２００万円

	
	新築施設
	建物全体を整備基準に基づいて整備
	
	  　１００万円

	
	
	オストメイト対応設備を整備する場合（※）
	
	    １５０万円

	エレベーター
	既存施設
	建物全体を整備基準に基づいて整備
	
	１，０００万円

	
	新築施設
	
	
	    １５０万円


    ※オストメイト対応設備：汚物流し、温水シャワー、多目的シート等
    ・融資制度（平成１５年度末現在）
	             　  融　　資　　対　　象　　経　　費
	　 融資金額

	 既存施設
	・敷地入口や駐車場から出入口又はトイレまでを整備基準に基づ　いて整備するために必要な経費
・施設全体を整備基準に基づいて整備するために必要な経費
	・改修経費総額　の１０分の８　以内
・１億円を限度

	 新築施設
	・施設全体を整備基準に基づいて整備するために必要な経費
	


　　今後とも高齢者等が安全かつ快適に利用できるように公共的施設の整備促進するとともに、県民の
　福祉のまちづくりに対する理解を深め、その協力が得られるよう広報活動を通して意識の高揚を図る。
　（２）県民への広報
　　 ア　啓発パンフレット及びポスターの配布
　　 イ　小学生向け福祉教育用小冊子の配布
　　 ウ　市町村と協力して各種広報を実施
　（３）鳥取県中部福祉のまちづくり連絡協議会
　  　県、市町村で構成し、市町村の福祉のまちづくり計画の策定支援及び市町村間の連絡調整を行う。 
　【計画策定済市町村】（平成１５年度３月末現在）
　　　東伯町（１０年度）、泊村・赤碕町・北条町（１１年度）、大栄町（１２年度）
　　　羽合町・東郷町（１３年度）、三朝町（１４年度）、関金町（１５年度）
　（４）福祉のまちづくり整備基準適合証の交付
　　　整備基準に適合した施設に対して適合証を交付し、適合建築物として県民へ周知する。
      【管内における適合証の交付状況】（平成１５年３月末現在）
	年　　度
	民間施設
	公共施設
	計

	 平成１０年度 
	  ８
	４
	１２

	   　１１年度 
	  ４
	２
	  ６

	  　 １２年度 
	  ２
	１
	  ３

	  　 １３年度
	  ３
	５
	  ８

	     １４年度
	　２
	４
	　６

	     １５年度
	　　６　
	　５　
	　１１　

	      計      
	２４
	２０
	４４


３　統計調査
　国の委託による社会福祉及び保健の各種統計調査等を実施し、管内の社会福祉及び保健行政推進の基礎資料とする。
	調　査　名
	実施予定時期
	調　査　対　象　等

	　人口動態統計調査
	 毎月
	　出生、死亡、死産、婚姻、離婚の各事件

	  衛生行政報告例
	 年度報
	　管内における衛生行政の実施状況

	　地域保健事業報告
  老人保健事業報告
	 年度末
	　管内における地域保健及び老人保健事業の実施の
　状況

	　国民生活基礎調査　　　
（世帯票・健康票・介護票）
（所得票・貯蓄票）
	 ６月１０日
 ７月１５日
	　
　
　管内９市町村１７地区
　上記対象地区から無作為抽出された地区
　施設・事業所票
    介護保険施設、居宅サービス事業者、居宅介護　　支援事業所
  利用者票（個票、一覧票）
　　平成１６年９月中に介護保険施設及び訪問看　　　護ステーションを利用した者

	  介護サービス施設・事業　　所調査一覧
  （担当：母子高齢者係）
	　１０月　
	

	　社会福祉施設等調査
	　１０月
	  施設票：各種法律に基づく社会福祉施設等
  事業所票：支援費制度における指定施設及び居宅　　　　　　支援事業所
  従事者票：身体障害者援護施設及び知的障害者援　　　　　　護施設の入所施設における直接処遇職　　　　　　員

	　医師・歯科医師・薬剤師　　調査
	１２月３１日
	管内における医師・歯科医師・薬剤師の状況



